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第３章 労働市場の変化と家計部門への影響 

第１節 雇用形態の多様化と家計部門への影響 

 

 

 

 

 

【分析の紹介】 

 

（備考）1.総務省「労働力調査（詳細結果）」により作成。

　　　　2.月末１週間の就業時間が週35時間未満の雇用者には、労働時間不詳等の者も含む。
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• 非正規雇用者のうち、そうした雇用形態を選択する理由として積極的なもの（より

収入の多い仕事への従事等）を挙げる者は、緩やかに増加。 

• ただし、正社員として働ける会社がないため非正規雇用を選択するという消極的

な理由も 2003 年に伸びている。 
 
 

0 10 20 30 40 50

正社員として働ける会社がなかったから

自分の都合のよい時間に働けるから

家計の補助、学費などを得たいから

勤務時間や労働日数が短いから

簡単な仕事で責任も少ないから

専門的な資格・技能が活かせるから

より収入の多い仕事に従事したかったから

平成６年

平成11年

平成15年

• 2006 年以降、正規雇用者(男性)が連続して増加。また、非正規雇用者も増加。

• 非正規雇用者でも週 35 時間以上就業の長時間労働を行う雇用者が増加。 
• 自ら非正規の雇用形態を選択する者が緩やかに増加しているが、やむを得ない

理由で非正規を選択する割合が２割程度いることには注意。 

第３－１－２図 就業時間別雇用者の推移（男性） 

2006 年以降、正規雇用者は増加に転じる一方、週 35 時間以上就業の非正規雇用者も引き続き増加

第３－１－３図 非正規雇用を選択した理由 

約２割の労働者がやむを得ず非正規雇用を選択 

（備考）厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査報告」（1994 年度、1999 年度、2003 年度版）により作成。 （％）
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【分析の紹介】 

• 推計によれば、勤続年数が長くなるほど正規と非正規の差の拡大が見られる。こ
れは、正規雇用者の勤続年数を通じた人的資本形成が賃金に反映された結果。 

第３－１－６図 ミンサー型賃金関数による実証結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

• 非正規雇用者は、OJT や Off-JT、独学による専門的知識・技能の習得が相対的に困難。 

 

（備考）内閣府(2006)「仕事と教育に関する調査」により作成。
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• 女性労働力率の 30 代後半以降の高まりは、主にパート・アルバイト分が寄与。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 正規、非正規雇用者の人的資本形成の違いが賃金に反映。 
• 正規、非正規雇用者は、仕事に関して必要な専門的知識・技能の習得の面で差。 
• 女性の労働力率の 30 代後半以降の高まりの背景として、パート・アルバイトが増加。

第３－１－７図 雇用形態別の仕事に関する専門的知識・技能の身に付け方 
非正規雇用者は、OJT、Off-JT、独学により専門的知識・技能を習得した割合が相対的に低い。 

第３－１－11 図 就業形態別女性の労働力率 
女性の労働力率の高まりはパート・アルバイト分が要因 
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（備考）１．総務省「労働力調査（詳細結果）」（2006年平均）による。
　　　　２．女性の労働力率を、就業状態別に区分して示したものである。
　　　　３．労働力率は「（就業者数＋求職者数）／15歳以上人口」により算出。
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（備考）１．厚生労働省（2005）「賃金構造基本統計調査」により内閣府推計。
　　　　２．図中の賃金カーブは、各種変数をコントロールしたうえで、勤続年数に関し２次曲線を仮定して推計。
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第２節 雇用環境の変化に対応した雇用制度改革 

 

 

 

 
 

 

 (注)Employment Protection Legislation の略 

【分析の紹介】 

• 海外諸国では、正規に比べ、非正規の雇用者保護の規制が弱い国が多い。 

• 我が国の正規、非正規の雇用保護の規制の状況が他国と特段異なるわけではない。 
 
 

（ 備 考 ） 1.Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ “ Em p l o y m e n t  O u t l o o k　 2 0 0 4” に よ り 作 成 。

　       2 .そ れ ぞ れ の 値 が 大 き い ほ ど 、 雇 用 保 護 規 制 が 強 い 。

　       3 .正 規 雇 用 を re g u l a r  e m p l o y m e n t、 非 正 規 雇 用 を te m p o r a r y  e m p l o y m e n tと し た 。

　 　 　 　 4.図 中 、 4 5度 線 以 下 に プ ロ ッ ト さ れ て い る 国 は 、 そ の 国 の 正 規 雇 用 の EP Lに 比 べ 非 正 規 雇 用 の Ｅ Ｐ Ｌ の

水 準 が 低 い こ と を 示 す 。
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• 就業形態の多様化など労働市場も変化し、労働審判制度などの紛争処理制度が整備

される中、労働関係訴訟や個別の労働紛争相談は増加している。 

• 労働環境の整備のために、体系的で分かりやすい解決や未然防止に資するルールが

求められている。 
 

 

 

• 海外諸国の雇用者保護制度の強度を測る指数（ＥＰＬ(注)）によれば、正規雇用

者に比べ、非正規雇用者の規制は、おおむね弱い傾向にある。 
• 就業形態の多様化など労働市場が変化し、紛争処理制度が整備される中で、我

が国でも近年、労働関係訴訟や個別の労働紛争相談が増加。 

第３－２－７図 労働関係紛争の動向（相談件数と訴訟件数） 
労働関係訴訟や個別労働紛争相談は増加傾向 

第３－２－４図 正規雇用と非正規雇用のＥＰＬの関係 
正規雇用の EPL に比べると非正規雇用の EPL はおおむね低い水準となっている 

個別労働紛争相談件数 労働関係訴訟と仮処分事件の新受件数 
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1.厚生労働省「平成18年度個別労働紛争解決制度施行状況」、「労働政策審議会労働条件分科会資料」
2.左図中、2001年度については、6ヶ月分（2001年10月1日～02年3月31日）の相談件数。
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第３節 賃金、雇用条件などに関する交渉過程 

 

 

 

 

 

【分析の紹介】 

• 非正規労働者が増加するなど、雇用の多様化が進む中でも、働く先に発言型従業

員組織や労使協議機関があるかないかによって、当該勤め先の労働者(男性)の賃

金に差異があることがうかがえる。 
 
 
 
 

 

係数 有意度 係数 有意度

0.164 * * * 0.190

0.037 * * 0.024

専門学校卒ダミー 0.295 * * * 0.352 * *

高専・短大卒ダミー 0.245 * * 0.313 * *

大卒ダミー 0.239 * * * 0.372 * *

0.006 * * 0.003

0.469 * * * 0.575 * * *

0.011 * * * 0.027 * * *

0.010 * * * 0.007

0.047 * * * 0.065 * *

-0.078 * * * -0.152

（備考）１．内閣府（2007）「賃金・雇用構造についてのアンケート調査」を特別集計し回帰
　　　　　　モデルにより推計。
　　　　２．表中の有意度について*、**、***は変数がそれぞれ10％、５％、１％水準で有意
　　　　　　であることを示す。
　　　　３．説明変数のうち、ダミー変数は各々の項目に該当する場合に１、それ以外に０を
　　　　　　当てている。

被説明変数：年間給与所得の自然対数

男性 女性

フルタイム常用雇用ダミー

説明変数

最終学歴

発言型従業員組織の有無ダミー

企業規模の自然対数

学卒後経過年数－勤続年数

勤続年数の２乗／100

所定内労働時間

所定外労働時間

勤続年数

 
 

（注１）発言型従業員組織とは、社員会や親睦会等の従業員組織のうち、「賃金改定、労働時間・休日・

休暇、福利厚生などの労働条件事項について経営者側と話し合う」又は「生産計画や経営方針

について経営側と話し合う」活動を行っている組織。 

（注２）労使協議機関とは、経営、生産、労働条件、福利厚生等の事項を労使で協議するための常設機

関。労働組合は含まれない。 

• 賃金決定における組織の役割を分析。 
• 労働組合のみならず、代替的な発言型従業員組織（注１）や労使協議機関（注２）があ

ることによって、その企業に勤める労働者（男性）とそうした組織・機関がな

い企業に勤める労働者とでは、賃金に差異があることが確認された。 

第３－３－６表 未組織労働者の発言型従業員組織の賃金プレミアム 

組合以外の組織・機関にも賃金プレミアムが見られる 
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（備考）Montek S.Ahluwalia "Inequality,Poverty and Development"(1996)より作成

第４節 経済成長と格差の関係 

 

 

第３－３－２図 「全国消費実態調査」による所得のジニ係数の推移 

 
 

 

【分析の紹介】 

• 各国一人当たりＧＤＰ水準と格差の指標(ジニ係数)には逆Ｕ字関係（クロスセク

ション・データによる各国の格差・所得水準データの散布図）。 

• 経済発展の各段階により格差が一時的に拡大するがその後縮小することを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 80 年代以降アングロサクソン系の国々では経済成長とともに格差拡大の傾向。 

• 同時期に、大陸欧州、北欧諸国では格差拡大がみられないか、または緩やか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 歴史的な現象として確認された、経済水準と格差指標との逆Ｕ字の関係（クズ

ネッツ曲線）。 
• しかしながら、近年の動向を見ると、一部地域においては、むしろ成長に伴っ

て格差が拡大する傾向。 

第３－４－１図 一人当たりＧＤＰの水準と格差の指標 

一人当たりＧＤＰの水準と格差の指標には逆Ｕ字の関係が見られる（クズネッツの逆Ｕ字仮説） 

第３－４－７図 欧米諸国における経済成長と格差 

アングロサクソン諸国では経済成長とともに格差拡大が見られるが大陸ヨーロッパ、北欧諸国では格差拡大は緩やか 
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【分析の紹介】 

• 格差拡大の影響としては、人口動態要因等のさまざまな要因があるが、グローバ

ル化やＩＴ化の影響が指摘されている。それら二つの影響を分析すると、一定程

度の寄与は見られるものの、合計の影響は限定的。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 低所得者への社会保障給付を減ずることなく就労を促すような所得税制の仕組

みがアメリカ、英国はじめ諸外国で導入され、一定の成果を上げている。 

 

 

コ ス ト Ｇ Ｄ Ｐ 比 　 0 . 3 3％ Ｇ Ｄ Ｐ 比 　 0 . 6％

受 給 者 数 家 計 の ５ 分 の １ 家 計 の 2 0分 の １

 シ ン グ ル マ ザ ー 2 . 4  片 親 2 . 2 0

 既 婚 女 性 - 2 . 4  既 婚 女 性

　 － 配 偶 者 が 非 労 働 － 1 . 3 2

　 － 配 偶 者 が 労 働 － - 0 . 5 7

 既 婚 男 性 0 . 2  既 婚 男 性

　 － 配 偶 者 が 非 労 働 － 0 . 3 7

　 － 配 偶 者 が 労 働 － 0 . 3 0

雇 用 へ の 効 果

Ｅ Ｉ Ｔ Ｃ （ ア メ リ カ ） Ｗ Ｆ Ｔ Ｃ （ 英 国 ）

（ 備 考 ） １ ． O E C D ( 2 0 0 3 )よ り 引 用 。
        ２ ． aは B l u n d e l l  a n d  H o y n e s ( 2 0 0 1 ) ,  bは E i s s a  a n d  L i e b m a n ( 1 9 9 6 ) ,
　 　 　 　 　 　 cは E i s s a  a n d  H o y n e s ( 1 9 9 8 )に よ る 推 計 結 果 。

b

c

c

観 測 値 ：
　 労 働 参 加 の 変 化 率
　 　 　 （実 績 値 に 基 づ く ）

観 測 値 ：
　 非 就 業 か ら 就 業 へ の
　移 行 率 （シ ミ ュ レ ー シ ョ ン ） a

第３－４－８図 スキル偏向的技術進歩(ＳＢＴＣ)とグローバル化の格差への影響 

大卒向け賃金支払い比率への寄与は、相対的には輸入比率の方が高い。 

(

第３－４－13 図 アメリカ、英国における勤労税額控除制度の効果 

勤労税額控除制度の導入は、特に子どものいる片親の就労を促す。 

• 格差の拡大に与えるグローバル化とＩＴ化の影響は、一定程度確認。 
• 諸外国では、貧困対策のため、従来の所得再分配政策に加え、所得税と社会保

障制度を統合した勤労税額控除制度の導入が広がっている。 
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（備考）１．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省「科学技術研究調査報告」、日本関税
　　　　　　協会「外国貿易概況」等により作成。
　　　　２．佐々木・桜『製造業における熟練労働への需要シフト』を基に、88年～04年の製造業
　　　　　　中分類データをプールし、固定効果モデルで推計した。推計式は以下の通り。
　

　　　　　　Sit＝α＋μln(K/Y)it＋λMit＋κRit＋αi＋φt＋εit

　　　　　　S:大卒向け賃金支払い比率、K/Y:資本集約度
　　　　　　M:東アジアからの輸入比率、R:売上高に対する研究開発比率
　　　　　　α:個別効果、φ:時間効果
　　　　３．SBTCとは、Skill-Biased Technological Change（スキル偏向的な技術進歩）の略
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• 正規、非正規の企業内訓練格差の背景には、特に雇用流動性の高い非正規雇用の

人材を育成しても、定着が難しいという企業側の懸念がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 今後は、正規、非正規の間の均衡処遇を確立するとともに、雇用形態によらない

教育・研修機会の提供の仕組みの構築が求められている。 

• 政府部内で取りまとめられている再チャレンジ支援総合プランや成長力底上げ戦略

（基本構想）にある人材能力関連施策の実施が重要な役割を果たすと考えられる。 

 

 
 

 

 
 

 
 
 
 

• 格差への対応としては、教育・訓練機会が広く提供されることも非常に重要。

• しかしながら、企業内訓練の実態を見ると、正社員と非正規従業員の間で差が

存在。 
• 現在、教育・訓練機会を提供するために再チャレンジ支援、成長力底上げのた

めの各種人材能力開発のための施策が用意。 

第３－４－16 図 正社員と非正規従業員の企業内訓練の差 

企業の計画的ＯＪＴ、Ｏｆｆ－ＪＴによる訓練の実施には、正規、非正規とで大きな差が見られる。 

第３－４－15 図 再チャレンジ支援総合プログラム及び成長力底上げ戦略(基本構想)の概要 

個人の労働意欲、能力を高める新しい施策の効果が期待される。 

　　（１）計画的ＯＪＴ （２）Ｏｆｆ－ＪＴ
　

実施した
60.1％

実施して
いない
35.1％

17.4％ 72.6％

無
回
答

非正規
従業員

正社員 実施した
48.9％

実施して
いない
44.8％

18.3％ 71.9％

無
回
答

（備考）三菱総合研究所（2006）「平成17年度　厚生労働省委託　能力開発基本調査報告書」より作成。

（１）再チャレンジ支援総合プラン（抜粋）  （２）成長力底上げ戦略（基本構想）（抜粋） 

● 雇用対策法の改正（若者の雇用機会確保への努力義務）

● パートタイム労働法の改正（均衡待遇）

● パートタイム労働者への社会保険の適用拡大

● ハローワークにおいて、個人ごとの就職実現プラン作成の

ための相談員の増員

● 試行雇用への助成拡大（常用雇用する企業へ）

● 求人企業等の個人ニーズに対応した職業訓練

● 母子家庭の母の就労を支援する。また、地域の協力を得て、

家庭の経済力等にかかわらず、学ぶ意欲のある子どもたちに、

放課後や週末等に安全・安心な学習機会を提供する。

（１）「職業能力形成システム」（通称「ジョブ・カード制度」）の

構築

①「職業能力形成プログラム」による実践的な職業訓練機会の提供

②「ジョブ・カード（訓練参加状況や実績評価認定内容を記載）」を

交付

③プログラム参加者や参加企業等に対する経済的支援

④訓練参加の相談・準備から就労までの「キャリア・コンサルティン

グ」の実施

（２） 大学・専門学校等を活用した「実践教育システム」の構築

①大学・専門学校等における「実践教育プログラム」の提供

②プログラム履修者に対し、履修証明書を交付するとともに、「ジョ

ブ・カード」にも、その内容を記載。

有効回答数は 1,316。 

（備考）三菱総合研究所（2006）「平成17年度　厚生労働省委託　能力開発基本調査報告書」により作成。
        有効回答数は、1,316。


